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1.看護管理者育成について 

厚生労働省は、看護制度検討会報告書（1987）に

おいて、患者中心の医療サービスを展開し、患者に

とって最も経済効果が良く、質の高い医療を保障で

きる管理運営の重要性を述べている。また、看護部

の組織、役割及び責任等を明確にした看護職者のも

つ知識や技術が整備された体制を確立できる看護管

理者の育成の必要性についても指摘した。 

さらに、1989年には、国際看護師協会が看護管理

についての所信表明の中で、「社会のすべての人々に

可能な限り高い質のサービスを提供するために、限

られた資源を効率かつ効果的に管理することが一層

必要になってくる」と述べ、看護管理者養成に関す

るガイドラインを出した。これをうけ、日本看護協

会が、認定看護管理者養成とその資格認定開始し、

認定看護管理者数は年々増加している（図 1）。 

表 1 に示すように、認定看護管理者制度は何度か

制度改正が行われているが、2013 年（表 2）から、

要件 1 の他は大学院教育を修了した者を対象とした

要件となっている。このことから、高度専門職業人

を育成する機関として大学の担う役割は大きいと言

える。 

大学院における専門職職業人の育成は、「特定の職

業等に従事するのに必要な高度の専門的知識・能力

の育成に特化した実践的な教育を行う大学院修士課

程の設置を促進する」ために、1999年から制度化さ

れている。 

そのため、看護の学問体系だけではなく、高度な

実践力が修得できるよう教育環境を充実させる必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 認定看護管理者数年間推移 

 

年 内容 

1989年 看護管理者教育検討委員会設置 

1992年 看護管理者教育と資格制度承認 

1993年 ファーストレベル教育開始 

1994年 セカンドレベル教育開始 

1996年 看護管理者資格認定制度の検討 

1997年 教育機関認定 

1998年 日本看護協会認定看護管理者制度開始 

サードレベル教育開始 

1999年 認定審査開始 

2001年 実践的・多様な領域での看護管理を意図

した新カリキュラム開始 

2002年 制度の改正 

2010年 認定審査受験資格要件の一部変更 

表 1 看護管理者育成制度の流れ 

人数 

－4－

高度専門職コース「看護管理実践」を開講して



 

要件 内容 

要件 1 
認定看護管理者教育課程サードレベルを

修了している者 

要件 2 

看護系大学院において看護管理を専攻し

修士号を取得している者で、修士課程修

了後の実務経験が 3年以上ある者。 

要件 3 

師長以上の職位での管理経験が 3 年以上

ある者で、看護系大学院において看護管

理を専攻し修士号を取得している者。 

要件 4 

師長以上の職位での管理経験が 3 年以上

ある者で、大学院において管理に関連す

る学問領域の修士号を取得している者 

 

 

2.本学における取組 

本学の修士課程は、教育研究コースと高度専門職

コースの二つがある。「看護管理実践」は、高度な看護

管理実践能力と教育・研究力を併せもつ看護管理者

の育成を目指し、2011年に新たに設置された。 

入学要件としては、看護協会が実施している認定看

護管理制度セカンドレベル教育課程を修了しているこ

と、修了直後より修得した実践能力を発揮できるよう、

入学後も管理職として在職すること等を挙げている。そ

のため、大学院設置基準第14条に即した受講システム

と長期履修制度等、柔軟な対応ができるよう学習環境

には配慮を行っている。 

特に、実践的かつ理論的管理能力の育成を特徴と

するため、本学附属病院副病院長兼看護部長が大学

院教授を兼務し、基礎看護学講座と協働して大学と臨

床とのユニフィケーションを基盤にした教育・指導を行

っていることが大きな特徴である（図2）。 

カリキュラムは、看護学を体系的に学ぶ科目、看護

管理に必要な理論的基盤をなす科目、実践的管理能

力を修得する看護学実習を中心として構成した。 

特に、「看護管理」については、大学院教授が組織

、経済、政策等、学際的知識を活用しながら、看護専

門職としての管理能力を育成するための講義を構築し

ている。 

また、「看護学実習」は、組織管理、看護サービス管

理、人材育成等幅広い視点から、高い看護管理実践

能力の修得を目的としている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 高度専門職コース看護管理実践の概要 

 

3.開設後の動向 

1）入学者数 

 現在5名の看護師長等が修学している（表3）。 

表3 履修者数 

入学時期 人数 

2011年度 秋季 1名 

2012年度 春季 2名 

秋季 2名 

 

2）「看護管理」講義（表4） 

 本科目は、看護管理を広い視野で捉え、高度な管理

能力の基盤となる知識・技能を修得することを意図した

構成となっている。 

 そこで、「医療福祉政策論」、「保健医療組織論」、「

問題解決技法」、「経営管理論」、「経営者論」を中心と

した講義を展開している（表4）。 

 また、各単元は、現職の看護部長である大学院教授

が非常勤講師を厳選し、各種専門性に特化した講義

が行えるよう工夫した。併せて、ディスカッションや

プレゼンテーションを取り入れ、看護管理に必要な

データ処理およびその分析能力、交渉のためのプレゼ

ンテーション能力が向上するように構成している。 

表 2 認定看護管理者認定受験資格要件 
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表4 「看護管理」の構成と主な内容 

単元 内容 

医療保健福祉政策論 医療の動向・保健医療福祉政策 

看護政策と看護管理者 

看護関連法規 

保健医療組織論 組織論・人的資源活用術 

人事評価とキャリア開発 

問題解決技法 問題解決技法 

経営管理論 医療報酬と病院経営分析 

看護経営分析 

経営者論 経営者論・経営管理 

経営者論 トップマネージャーの在り方 

  

3)管理実習について 

 実習期間は 6週間設けている。 

実習施設は、高度専門職コース看護管理実践を担

当する教員による指導のもと、実習目標を明確化し

た上で決定している。また、施設との交渉は、現職

看護部長である大学院教授が幅広いネットワークを

活用してコーディネートを行っている。 

また、実習に関する安全性の確保は、実習指導者と

連携し、十分に配慮をしている。事故等の問題が生じ

た場合には、直ちにコースディレクターと大学院教授に

連絡が入り、それぞれが連携した対応をとるようにして

いる。 

現在 2 名が管理実習を行っている。本来の所属と

は異なる施設の管理体制を知ることは、新しい知見

を得るだけではなく、看護管理者としての自己を客

観的に振り返ることに繋がっていた。履修者は全て

現職の管理者であるため、その成果は随時、所属施

設にフィードバックされている。 

また、本科目では、履修生による学会・シンポジ

スト等の発表、海外等による研修成果の所属機関に

フィードバックすることを単位履修に反映できるよ

う検討を行ってきた。 

その結果、履修者 5 名のうち、2 名が学会に参加

し、1 名（平成 23 年度秋季入学）が発表を行った。

発表内容は、看護管理者として所属する部署の現状

の分析と今後の対応に関するものだった。このこと

は、看護管理実践における学習が知識や技能を獲得

するだけでなく、研究的能力や論理的思考能力も育

成できていることを示唆していると言える。 

さらに、大学院教授コーディネートのもと、海外

研修も積極的に行っている。履修者は、研修への参

加を通して、看護管理に関する国際的動向、社会制

度・文化によって管理者として重要視する視点が異

なる等、看護管理に関するグローバルな知見が獲得

できたのではないかと考える。 

これらの成果は、プログレスミーティングだけで

なく、各履修者の所属部署での公表やディスカッシ

ョンも行った。このような、自らが獲得した学問体

系や研究成果を現場に応用するだけでなく、次世代

につなげていくことが本質的な看護管理能力に繋が

るのではないかと言える。 

表 5 海外研修施設 

 

4) 看護学特別研究（看護管理実践）について 

高度専門職コースでは、修士の学位が授与される

ため、修士論文を作成する必要がある。 

 そのため、「看護学特別研究（看護管理実践）」が

必修単位として設定されている。また、研究に必要

な批判的・科学的思考が修得できるよう、教育研究

コースとの共通科目である看護研究方法論Ⅰを必修

科目、看護研究方法論Ⅱ～Ⅳを選択できるようにカ

リキュラムを整えている。 

 研究指導は看護管理実践を担当する専任の教員 2

名が、プログレスミーティングを通して指導を行っ

ている。現在 1 名の履修生がリサーチを開始したと

ころである。 

年度 施設 

2011 St Christopher‘s Hospice  

Royal Manchester Children’s Hospital 

Royal College of  Nursing  

St Thomas’ Hospital  

2012 The Royal London Hospital 

 Royal College of  Nursing 
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3.今後の発展に向けて 

 本学の看護管理者の育成はまだ始まったばかりであ

るが、本学は高度な専門職の育成を中期目標に挙げ、

その達成状況を定期的に評価している。今後は、高度

専門職コース看護管理実践の教育成果を客観的に評

価できるよう、看護管理実践能力を定量的に測定でき

るような調査表の作成等を行うことが必要ではないかと

考えている。併せて、評価結果を反映したカリキュラム

および指導体制の見直しを図り、教授内容・方法を充

実させることが重要だと言える。 

医療に対する関心とニーズは高く、質の高いケアを

提供するための人材育成や効率的かつ十分な人材確

保・配置等の充実が大きく期待されており、認定看護

管理者数も増加している。しかし、地域によってその登

録者数は大きく異なる。実際に、近畿地方では 277 名

が登録しているが、その多くが大阪府、兵庫県であり、

滋賀県は 12名のみである（表 6）。 

社会のニーズと地域性を鑑みても、本学が高度な看

護管理専門職を育成する意義は大きいと言える。 

 

表 6 近畿地方における認定看護管理者登録者数 

県 人数 

滋賀県 12 

京都府 22 

大阪府 116 

兵庫県 105 

奈良県 14 

和歌山県 8 

計 277 

 （2011.7 現在） 
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